
第 ４ ５ ３ 回 役 員 会 議 事 要 録  

 

１．日  時  平成３０年３月５日（月） 自１３時３０分 至１４時４５分 

 

２．場  所  学長室 

 

３．出席者  中井学長、中田理事・副学長、三浦理事・副学長、小沢理事・副学長、 

若井理事・事務局長 

【オブザーバー出席】千葉副学長、上井監事、橋本監事 

 

４．欠席者   

 

５．審議事項 

（１）新たな教員評価制度について                     資料１ 

（２）学内規則等の制定について（役員会審議分）              資料２ 

（３）平成３０年度予算配分（案）について                 資料３ 

（４）平成３０年度学生教育支援基金による支援事業の採択について      資料４ 

（５）平成３１年度入試における東日本大震災（原発事故含む）および激甚災害 

において被災された方に対する検定料の免除について          資料５ 

 

６．報告事項  

（１）福島大学次世代育成支援対策行動計画について             資料６ 

（２）社会連携推進機構（仮称）設置検討ＷＧ最終報告について        資料７ 

（３）全学入試改革実行ＷＧの継続について                 資料８ 

（４）その他 

 

【確認事項】 

 第４５２回役員会議事要録を原案のとおり確認した。 

 

【審議事項】 

（１）新たな教員評価制度について 

  中田理事・副学長より標記について提案があり、資料１に基づき、本学の教員評価制

度の実施経過、現行の教員評価制度の是非、教員評価制度をめぐる全国的な動向等につ

いて説明があった。引き続き、新たな教員評価制度の方針として、従来の自己評価方式

から教員評価部会による客観的な業績評価方式に移行すること、評価項目には実績数に

基づく定量的評価と数値化が困難な項目を自己申告する定性的評価の両方を設けること、



評価結果を教員の処遇反映に活用すること等の説明があり、これらの方針をもとにした

新たな教員評価シートの構成等について説明があった。なお、今回の提案は、新たな教

員評価制度の方向性を提示するものであり、今後学内審議を経てさらに具体化を進める

とともに、新しい自己評価マニュアルを作成した上で次年度改めて具体的提案を行う予

定である旨発言があった。 

  審議の結果、原案のとおり承認され、今後の手続きとして、教育研究評議会の議を経

ることが確認された。 

 

（２）学内規則等の制定について（役員会審議分） 

  中田理事・副学長より標記について提案があり、資料２に基づき、国立大学法人法に

基づく学外理事再任時の規定の追加に伴う「理事に関する規則」の一部改正、創立７０

周年記念事業を支援する基金の創設に伴う「リノベーション基金規程」の制定、教育研

究費の運営・管理における部局副責任者数の変更に伴う「教育研究費の取扱いに関する

規程」の一部改正について説明があった。 

  審議の結果、原案のとおり承認され、今後の手続きとして、「教育研究費の取扱いに関

する規程」の一部改正については教育研究評議会の議を経ること、「理事に関する規則」

の一部改正については教育研究評議会に報告することが確認された。 

 

（３）平成３０年度予算配分（案）について 

  若井理事・事務局長より標記について提案があり、資料３に基づき、平成３０年度収

入予算額（案）、平成３０年度支出予算配分額（案）、予算の概要及びポイント等につい

て説明があった。 

審議の結果、原案のとおり承認され、今後の手続きとして、経営協議会の議を経て教育

研究評議会に報告すること、及び、経営協議会で原案のとおり承認された場合は改めて

役員会を開催せず最終決定することが確認された。 

 

（４）平成３０年度学生教育支援基金による支援事業の採択について 

  若井理事・事務局長より標記について提案があり、資料４に基づき、採択事業として、

経済経営学類による「多文化体験による国際人育成プログラムの創出～観光を通じて～」、

国際交流センターによる「福島大学と海外協定校による双方向交流事業」、アクセシビリ

ティ支援室による「学生サポーターの活用と展開」、総合教育研究センターによる「『学

習コミュニティ』の形成に向けた学びのナビゲータープロジェクト」、の４事業に決定す

ること及び各事業の概略等について説明があった。 

審議の結果、原案のとおり承認された。 

 

 



（５）平成３１年度入試における東日本大震災（原発事故含む）および激甚災害において

被災された方に対する検定料の免除について 

  中井学長より標記について提案があり、担当の真田副学長が不在のため、入試課長よ

り説明するとの発言があった。 

  入試課長から、資料５に基づき、平成３０年度に実施する全ての入試において今年度

と同様に被災された方を対象として検定料免除を行うこと、及び、検定料免除の措置を

募集要項に掲載することについて説明があった。また、一部入試実施時期を早めること

に伴い募集要項作成時期も早める必要があるため、年度内に審議いただく必要があると

の発言があった。 

審議の結果、原案のとおり承認され、今後の手続きとして、教育研究評議会に報告し、

経営協議会の議を経ることが確認された。 

 

 

【報告事項】 

（１）福島大学次世代育成支援対策行動計画について 

  中田理事・副学長より標記について、次世代育成支援対策推進法に基づき、労働者の

仕事と子育ての両立のための事業主行動計画を策定することが義務付けられているため、

本学においても行動計画を策定している旨発言があり、資料６に基づき、今年度末で計

画期間が終了する現行の行動計画の実績及び男女共同参画推進専門委員会で検討・策定

した次期行動計画について説明があった。 

 

（２）社会連携推進機構（仮称）設置検討ＷＧ最終報告について 

  小沢理事・副学長より標記について報告があり、資料７に基づき、組織再編に当たっ

ての課題認識、検討結果として、第３期中期目標・中期計画期間中においては地域創造

支援センターとうつくしまふくしま未来支援センターは存続させ、共通する機能を集約

し、さらに両センターを包含する組織として社会連携推進機構を設置することが望まし

いこと、及び、残された課題等について説明があった。 

   

（３）全学入試改革実行ＷＧの継続について 

中井学長より標記について報告があり、担当の真田副学長が不在のため、入試課長よ

り説明するとの発言があった。 

入試課長より、資料８に基づき、全学入試改革実行ＷＧ（以下、「ＷＧ」という。）での

検討の到達点と課題について説明があり、引き続き、諸課題を踏まえＷＧを平成３０年

度から２年間継続設置すること、構成メンバーに関係教員２名を追加すること等の説明

があった。 

本議題は、教育研究評議会に報告することが確認された。 


